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各地区薬剤師会会長 殿 
 

公益社団法人福岡県薬剤師会 

会長 小田 真稔 
 

薬機法等改正に伴う保険薬局及び保険薬剤師療養担当規則等の所要の見直しに

関する諮問・答申について 

 

 平素より本会会務に格別のご高配を賜り厚く御礼申し上げます。 

 さて、９月９日に開催されました中央社会保険医療協議会において、厚生労

働大臣より薬機法等改正に伴う「保険薬局及び保険薬剤師療養担当規則」等

の所要の見直し（処方箋及び調剤録の保存期間の一部改正）に関して諮問さ

れ、即日答申されましたのでお知らせいたします（別添）。 

 今回の見直しにより、保険薬局における処方箋及び調剤録の保存期間が現

行の３年間から５年間に延長され、令和９年５月 20 日から施行されます。 

ご多忙とは存じますが、貴会会員へのご周知方よろしくお願い申し上げます。 



日 薬 発 第 173 号 

令和８年９月９日 

都道府県薬剤師会 会長 殿 

 

日 本 薬 剤 師 会 

  会 長  岩 月  進 

 （ 会 長 印 省 略 ） 

 

 

薬機法等改正に伴う保険薬局及び保険薬剤師療養担当規則等の所要の見直しに関する 

諮問・答申について 

 

 

平素より、本会会務に格段のご高配を賜り厚く御礼申し上げます。 

さて、本日開催された中央社会保険医療協議会において、上野賢一郎厚生労働大臣よ

り薬機法等改正に伴う「保険薬局及び保険薬剤師療養担当規則」等の所要の見直し（処

方箋及び調剤録の保存期間の一部改正）に関して諮問され、即日答申されましたのでお

知らせいたします（別添）。 

施行日は、令和９年５月20日です。関係通知の発出につきましては、あらためてご案

内する予定です。 

 つきましては、貴会会員にご周知下さいますよう、よろしくお願い申し上げます。 

 

 

（別添） 

１．諮問書・答申書 

・諮問書 

・答申書 

 

２．補足資料（令和８年９月９日、中央社会保険医療協議会総会） 

・薬機法等改正に伴う保険薬局及び保険薬剤師療養担当規則等の所要の見直しについて 

 

 



 

厚生労働省発保 0909 第２号 

令 和 ８ 年 ９ 月 ９ 日 

 

中央社会保険医療協議会 

会 長 城山 英明  殿 

 

厚生労働大臣 

上 野  賢 一 郎 

 

 

諮 問 書 

 

（薬機法等改正に伴う保険薬局及び保険薬剤師療養担当規則等の所要の

見直しについて） 

 

健康保険法（大正 11 年法律第 70 号）第 82 条第１項、船員保険法（昭

和 14 年法律第 73 号）第 59 条において準用する健康保険法第 82 条第１

項、国民健康保険法（昭和 33年法律第 192号）第 46条において準用する

健康保険法第 82条第１項及び高齢者の医療の確保に関する法律（昭和 57

年法律第 80号）第 71条第１項の規定に基づき、保険薬局及び保険薬剤師

療養担当規則（昭和 32年厚生省令第 16 号）及び高齢者の医療の確保に関

する法律の規定による療養の給付等の取扱い及び担当に関する基準（昭和

58年厚生省告示第 14号）の所要の見直しについて、貴会の意見を求めま

す。 

 

中 医 協  総 － ４ 

８ ． ９ ． ９ 
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個別改定項目について 

 

薬機法等改正に伴う保険薬局及び保険薬剤師療養担

当規則等の所要の見直しについて 

 

第１ 基本的な考え方 
 

令和９年５月 20 日に、医薬品、医療機器等の品質、有効性及び安全性
の確保等に関する法律等の一部を改正する法律（令和 7 年法律第 37 号）
の一部が施行されることに伴い、必要な改正を行う。 

 
第２ 具体的な内容 
 

⑴ 保険薬局及び保険薬剤師療養担当規則（昭和 32 年厚生省令第 16 号）

の改正関係 

 

○ 保険薬局における患者に対する療養の給付に関する処方箋及び調剤録

の保存期間について、３年間から５年間に延長する。 

改 定 案 現   行 

（処方箋等の保存） 

第六条 保険薬局は、患者に対する療養の給

付に関する処方箋及び調剤録をその完結の

日から五年間保存しなければならない。 

（処方箋等の保存） 

第六条 保険薬局は、患者に対する療養の給

付に関する処方箋及び調剤録をその完結の

日から三年間保存しなければならない。 

 

  

中医協  総－５―１ 

８ ． ９ ． ９ 
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 ⑵ 高齢者の医療の確保に関する法律の規定による療養の給付等の取扱い
及び担当に関する基準（昭和 58 年厚生省告示第 14 号）の改正関係 

 

○ 保険薬局における患者に対する療養の給付及び保険外併用療養費に係

る療養に関する処方箋及び調剤録の保存期間について、３年間から５年

間に延長する。 

改 定 案 現   行 

（処方箋等の保存） 

第二十八条 保険薬局は、患者に対する療養

の給付及び保険外併用療養費に係る療養に

関する処方箋及び調剤録をその完結の日か

ら五年間保存しなければならない。 

 

（処方箋等の保存） 

第二十八条 保険薬局は、患者に対する療養

の給付及び保険外併用療養費に係る療養に

関する処方箋及び調剤録をその完結の日か

ら三年間保存しなければならない。 

  

 



令 和 ８ 年 ９ 月 ９ 日

厚生労働大臣

上野 賢一郎 殿

中央社会保険医療協議会

会 長 城山 英明

答 申 書

（薬機法等改正に伴う保険薬局及び保険薬剤師療養担当規則等の所要の

見直しについて）

令和８年９月９日付け厚生労働省発保 0909 第２号をもって諮問のあっ

た件について、別紙の改正案を答申する。

中 医 協 総 － ６

８ ． ９ ． ９
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薬機法等改正に伴う

保険薬局及び保険薬剤師療養担当規則等の所要の見直しについて
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医薬品、医療機器等の品質、有効性及び安全性の確保等に関する法律等
の一部を改正する法律（令和７年法律第37号）の概要

１．医薬品等の品質及び安全性の確保の強化【医薬品医療機器等法】
① 製造販売業者における医薬品品質保証責任者及び医薬品安全管理責任者の設置を法定化する。
② 指定する医薬品の製造販売業者に対して、副作用に係る情報収集等に関する計画の作成、実施を義務付ける。
③ 法令違反等があった場合に、製造販売業者等の薬事に関する業務に責任を有する役員の変更命令を可能とする。

２．医療用医薬品等の安定供給体制の強化等【医薬品医療機器等法、医薬基盤・健康・栄養研究所法、麻向法、医療法】
① 医療用医薬品の供給体制管理責任者の設置、出荷停止時の届出義務付け、供給不足時の増産等の必要な協力の要請等を法定化する。
また、電子処方箋管理サービスのデータを活用し、需給状況のモニタリングを行う。

② 製造販売承認を一部変更する場合の手続について、変更が中程度である場合の類型等を設ける。
③ 品質の確保された後発医薬品の安定供給の確保のための基金を設置する。

３．より活発な創薬が行われる環境の整備【医薬品医療機器等法、医薬基盤・健康・栄養研究所法】
① 条件付き承認制度を見直し、臨床的有効性が合理的に予測可能である場合等の承認を可能とする。
② 医薬品の製造販売業者に対して、小児用医薬品開発の計画策定を努力義務化する。
③ 革新的な新薬の実用化を支援するための基金を設置する。

４．国民への医薬品の適正な提供のための薬局機能の強化等【医薬品医療機器等法、薬剤師法】
① 薬局の所在地の都道府県知事等の許可により、調剤業務の一部の外部委託を可能とする。
② 濫用のおそれのある医薬品の販売について、販売方法を見直し、若年者に対しては適正量に限って販売すること等を義務付ける。
③ 薬剤師等による遠隔での管理の下で、薬剤師等が常駐しない店舗における一般用医薬品の販売を可能とする。

改正の概要

不正事案の発生等に伴う医薬品の供給不足や創薬環境の変化等の状況に対応し、引き続き品質の確保された医薬品等を国民に迅速かつ
適正に提供していくため、医薬品等の品質及び安全性の確保の強化、医療用医薬品等の安定供給体制の強化等、より活発な創薬が行われ
る環境の整備、国民への医薬品の適正な提供のための薬局機能の強化等の必要な措置を講ずる。

改正の趣旨

施行期日

公布後６月以内に政令で定める日（ただし、３①②及び４②は公布後１年以内に政令で定める日、１①②③、２①の一部及び４①③は
公布後２年以内に政令で定める日、２②は公布後３年以内に政令で定める日）

等
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薬剤師法及び薬機法施行規則における現行の規定について

◎ 医薬品、医療機器等の品質、有効性及び安全性の確保等に関する法律等の一部を改正する法律（令和７年法律第37号）による改正後

の薬剤師法（昭和35年法律第146号） (抄）

（処方箋の保存）

第二十七条 薬局開設者は、当該薬局で調剤済みとなつた処方箋を、調剤済みとなつた日から五年間、保存しなければならない。

（調剤録）

第二十八条 薬局開設者は、薬局に調剤録を備えなければならない。

２ 薬剤師は、薬局で調剤したときは、厚生労働省令で定めるところにより、調剤録に厚生労働省令で定める事項を記入しなければならない。ただし、医薬
品医療機器等法第九条の五の規定による委託に係る特定調剤業務として調剤したときは、当該調剤については、この限りでない。

３ 薬局開設者は、第一項の調剤録を、最終の記入の日から五年間、保存しなければならない。

◎ 医薬品、医療機器等の品質、有効性及び安全性の確保等に関する法律施行規則（昭和36年厚生省令第１号） (抄）

第十五条の十四の三 法第九条の四第六項の規定により、薬局開設者が、その薬局において薬剤の販売又は授与に従事する薬剤師に記録させなければなら

ない事項は、次のとおりとする。

一 法第九条の四第一項、第四項又は第五項の規定による情報の提供及び指導を行つた年月日

二 前号の情報の提供及び指導の内容の要点

三 第一号の情報の提供及び指導を行つた薬剤師の氏名

四 第一号の情報の提供及び指導を受けた者の氏名及び年齢

２ 薬局開設者は、前項の記録を、その記載の日から三年間、保存しなければならない。
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医薬品、医療機器等の品質、有効性及び安全性の確保等に関する法律等の一部を改正する
法律の一部の施行に伴う厚生労働省関係省令の整備等に関する省令案（抄）について

◎ 医薬品、医療機器等の品質、有効性及び安全性の確保等に関する法律等の一部を改正する法律の一部の施行に伴う厚生労働省関係省

令の整備等に関する省令案（令和８年厚生労働省令第●号）（抄）

（医薬品、医療機器等の品質、有効性及び安全性の確保等に関する法律施行規則の一部改正）

第一条 医薬品、医療機器等の品質、有効性及び安全性の確保等に関する法律施行規則（昭和三十六年厚生省令第一号）の一部を次のように改正する。

次の表のように改正する。

（保険薬局及び保険薬剤師療養担当規則の一部改正）

第十条 保険薬局及び保険薬剤師療養担当規則（昭和三十二年厚生省令第十六号）の一部を次のように改正する。

次の表のように改正する。

※ 保険薬局及び保険薬剤師療養担当規則の改正については、高齢者の医療の確保に関する法律の規定による療養の給付等の取扱い及び担当に関する基準

（昭和58年厚生省告示第14号）についても同様の改正を行う。

改 正 後 改 正 前

第十五条の十四の三
（略）
２ 薬局開設者は、前項の記録を、最終の記載の日から
五年間、保存しなければならない。

第十五条の十四の三
（略）
２ 薬局開設者は、前項の記録を、その記載の日から
三年間、保存しなければならない。

改 正 後 改 正 前

（処方箋等の保存）
第六条 保険薬局は、患者に対する療養の給付に関す
る処方箋及び調剤録をその完結の日から五年間保存
しなければならない。

（処方箋等の保存）
第六条 保険薬局は、患者に対する療養の給付に関す
る処方箋及び調剤録をその完結の日から三年間保存
しなければならない。
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